
北陸新幹線建設促進大会及び中央要請の実施結果について 

 

令和元年５月２３日 

本 部 事 務 局 

 

【促進大会】 

１ 開催日時 令和元年５月２１日（火） 午前１０時３０分～１１時３０分 

２ 会  場 ホテルニューオータニ（東京都千代田区紀尾井町４－１） 

３ 主  催 北陸新幹線建設促進同盟会 

４ 出 席 者 北陸同盟会 （富山県 石井知事、長野県 阿部知事、石川県 谷本知事、 

福井県 杉本知事、新潟県 益田副知事、大阪府 新井副知事、 

京都府 平井東京事務所長、群馬県 田中東京事務所副所長） 

北信越五県議会協議会 （中川会長） 

経済団体  （北陸経済連合会 久和会長、関西経済連合会 松本会長） 

関西広域連合（井戸広域連合長） 

来  賓   顧問（国会議員）、鉄道・運輸機構等  約３００名 

５ 次  第 

  （１）会長挨拶 富山県知事 

  （２）来賓挨拶 自民党整備新幹線等鉄道調査会（稲田会長） 

  （３）要  請 北陸同盟会 （長野県、石川県、福井県の各知事） 

          経済団体  （北陸経済連合会会長、関西経済連合会会長） 

          関西広域連合（井戸広域連合長） 

  （４）決  議 富山県議会議長 

 

 

【中央要請】 

１ 要請日時  令和元年５月２１日（火）午後１時３０分～４時３０分 

２ 要請団体    

要請団体 要   請   者 

北陸新幹線建設促進同盟会 

富山県 石井知事、長野県 阿部知事、石川県 谷本知事、 

福井県 杉本知事、新潟県 益田副知事、 

京都府 舟本副知事、大阪府 新井副知事 

北陸新幹線建設促進北信越 

五県議会協議会 
中川会長 

北陸経済連合会 久和会長 

関西経済連合会 松本会長 

関西広域連合 村上本部事務局長 

３ 要 望 書  別紙のとおり 
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４ 要 請 先 

要請先 対 応 者 

自 民 党 

総務会長 

政務調査会長 

与党整備新幹線建設推進PT座長 

副幹事長 

自民党整備新幹線等鉄道調査会会長 

加 藤 勝 信 

 

岸 田 文 雄 

 

稲 田 朋 美 

公 明 党 

副代表 

与党整備新幹線建設推進PT座長代理 

政務調査会長 

北陸信越方面本部長 

衆議院議員 

衆議院議員 

 

井 上 義 久 

石 田 祝 稔 

太 田 昌 孝 

佐 藤 茂 樹 

竹 内   譲 

国土交通省 国土交通大臣 石 井 啓 一 

総 務 省 総務大臣政務官 古 賀 友一郎 
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要  望  書 

令和元年 5 月 

北 陸 新 幹 線 建 設 促 進 同 盟 会 
北陸新幹線建設促進北信越五県議会協議会 
北 陸 経 済 連 合 会 
公 益 社 団 法 人  関 西 経 済 連 合 会 
関 西 広 域 連 合 

3



北陸新幹線の整備促進について 

北陸新幹線は、 高速交通体系の中軸と し て国土の均衡ある 発展に不可欠なも のであり、  

沿線地域の飛躍的な発展を 図るう えで極めて大き な効果を も たら すも のである。  

また、 東日本大震災を契機に、 災害時における交通機能の重要性が改めて確認さ れ、 多重

系の輸送体系の確立による災害に強い強靭な国土づく り がこ れまで以上に求めら れており 、

昨年２ 月の大雪の際も 、 北陸新幹線は、 ほぼ通常どおり の安定運行が図ら れるなど、 自然災

害に強く 、 国土強靭化に資するこ と が証明さ れたと こ ろ である。  

こ のよう な観点から 、大規模災害時等においては東海道新幹線の代替補完機能を 有すると

と も に、 東北・ 北陸・ 関西・ 山陰などをつなぐ 日本海国土軸の形成に必要不可欠な国家プロ

ジェ ク ト である北陸新幹線に求めら れる役割がこ れまで以上に大き く なっ ている。  

平成29年３ 月には与党整備新幹線建設推進プロ ジェ ク ト チームにおいて敦賀・ 大阪間の 

ルート が全区間決定さ れており 、 平成27年３ 月の長野・ 金沢間の開業以来、 沿線地域への顕

著な開業効果が持続し ている 中、 引き 続き 、 金沢以西の全線を 早期に整備する必要がある。 

ついては、「 整備新幹線の取扱いについて（ 平成27年１ 月14日政府・ 与党申合せ）」 に基づ

き 、 金沢・ 敦賀間の整備を 着実に進めると と も に、 敦賀・ 大阪間を 一気に整備し 、 沿線住民

の長年の悲願である 北陸新幹線のフ ル規格によ る 全線整備が一日も 早く 実現さ れる よ う 、  

次の事項について格段の配慮を さ れるよう 要望する。  

１  現在建設中の金沢・ 敦賀間について、 令和４ 年度末までの開業が確実に実現するよう 整

備を促進すると と も に、 敦賀までの更なる前倒し 開業を含め、 早期開業に最大限努力する

こ と 。  

 また、 関西・ 中京圏等と 北陸圏と の間の円滑な流動性を 図るため、 敦賀駅等における乗

換利便性を 確保すると と も に、 在来線特急の運行本数（ サンダーバード 25往復、 し ら さ ぎ

16往復） の維持・ 拡大など、 関西・ 中京圏等と のアク セス向上を 図るこ と 。  

２  敦賀・ 大阪間について、 沿線地域の意見を 踏まえながら 、 環境アセスメ ント を 地元調整

も 含め丁寧かつ迅速に進め、 切れ目ない着工のも と 、 地方創生回廊中央駅構想の実現に資

する 新大阪駅の結節機能強化や容量制約の解消を 図る ために必要な調査も 早急に行いな

がら 、 あら ゆる手段を 尽く し て、 北海道新幹線札幌開業（ 令和12年度末） 頃までに大阪ま

での全線整備を図るこ と 。  

３  こ れら を 実現するため、 収支採算性に優れた北陸新幹線の事業費と し て上記政府・ 与党

申合せに基づき 、 金沢・ 敦賀間の建設財源を国費の更なる増額も 含め十分に確保すると と

も に、 敦賀・ 大阪間の整備を 促進すべく 、 新幹線への公共事業費の拡充・ 重点配分、 貸付

料の前倒し 活用や算定期間の延長、 既設新幹線譲渡収入や鉄道・ 運輸機構の特例業務勘定

の利益剰余金の活用、必要に応じ 財政投融資の活用等により 必要な財源を 早急に確保さ れ、

整備スキームを見直すこ と 。  

４  地方負担については、 沿線の地方自治体に過度の負担が生じ ないよう 、 より 一層のコ ス

ト 縮減や、 国家プロジェ ク ト にふさ わし い十分な財政措置を 講ずると と も に、 各県への停

車の配慮など負担に見合う 受益の確保を 図るこ と 。
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５  北陸新幹線開業に伴う 並行在来線は、 従来にはない長大な区間であり 、 地域住民の交通

手段であると と も に、国の物流政策や大規模災害時における物資輸送のリ スク 分散の観点

から 極めて重要な貨物鉄道の広域ネッ ト ワーク の一部を担っ ている。こ う し た並行在来線

の初期投資に係る地方負担に対し ては、 財政措置が講じ ら れているが、 既に経営が分離さ

れている第３ セク タ ーも 含め、 並行在来線が存続でき るよう 、 引き 続き こ れまでの枠組み

の再検証・ 見直し を 行い、 Ｊ Ｒ から の協力・ 支援のあり 方や並行在来線の赤字解消相当分

も 含まれている貸付料の活用、令和13年度以降の貨物調整金制度の見直し への対応など幅

広い観点から の財源確保の方策も 含め、 新たな仕組みを早急に構築すると と も に、 老朽化

し た車両の更新など設備投資に係る支援制度の拡充や予算枠の確保など、支援施策の充実

を 図るこ と 。  

６  以上、 北陸新幹線の整備促進、 並行在来線への支援、 地方負担の軽減等の諸課題に対応

するため、 公共事業費の拡充・ 重点配分、 Ｊ Ｒ から の貸付料の活用など、 幅広い観点から

十分な財源を 確保するこ と 。  

令和元年５ 月 21 日 

北 陸 新 幹 線 建 設 促 進 同 盟 会 

会長  富 山 県 知 事  石 井 隆 一

北陸新幹線建設促進北信越五県議会協議会 

会長  富山県議会議長  中 川 忠 昭

北 陸 経 済 連 合 会 

会長   久 和 進

公 益 社 団 法 人 関 西 経 済 連 合 会 

会長   松 本 正 義

関 西 広 域 連 合 

広域連合長   井 戸 敏 三 
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長野・ 金沢間

平成27年3月14日開業

営業区間

未着工区間※
敦賀・ 大阪間　 　 　

福 井 駅 部
（ 平成21年2月完成済）

（ 白山総合車両所）

金 沢・ 敦 賀 間

  （ 仮称）

黒部宇奈月温泉
新高岡

小浜市附近
（ 東小浜）

京田辺市附近
（ 松井山手）

※平成29年３月15日の与党整

備新幹線建設推進プロジェ

クト チームで決定されたルート

を図示。

「 北陸新幹線」 駅・ ルート 図

令 和 4年度末開業予定区間
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